
医療の国際展開について

資料４



○ 医療法人が海外で病院を運営する事業について、
① 本来業務である、病院等の業務に支障がない範囲内で行われること、
② 海外においても、適正な内容の医療を行うこと
を条件に認めてはどうか。

○ 具体的には、医療法人が海外で病院を運営する事業について、医療法第42条に規定
する、病院等の業務に支障がない限り行うことができる附帯業務に位置づけてはどう
か。

○ また、海外で行う医療の適正性を担保するため、例えば、定期的に事業報告書を厚生
労働省に提出させるとともに、適宜必要に応じて報告を求めるなどの仕組みを導入し
てはどうか。
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※ 医療法（昭和23年法律第205号）

第三十九条 病院、医師若しくは歯科医師が常時勤務する診療所又は介護老人保健施設を開設しようとする社団又は財団は、この法律の
規定により、これを法人とすることができる。
２ （略）

第一条の五 この法律において、「病院」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所であつて、
二十人以上の患者を入院させるための施設を有するものをいう。病院は、傷病者が、科学的でかつ適正な診療を受けることができる便
宜を与えることを主たる目的として組織され、かつ、運営されるものでなければならない。

２ この法律において、「診療所」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所であつて、患者
を入院させるための施設を有しないもの又は十九人以下の患者を入院させるための施設を有するものをいう。

第一条の六 この法律において、「介護老人保健施設」とは、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）の規定による介護老人保健施設
をいう。

第四十二条 医療法人は、その開設する病院、診療所又は介護老人保健施設（当該医療法人が地方自治法（昭和二十二年法律第六十七
号）第二百四十四条の二第三項に規定する指定管理者として管理する公の施設である病院、診療所又は介護老人保健施設（以下「指定
管理者として管理する病院等」という。）を含む。）の業務に支障のない限り、定款又は寄附行為の定めるところにより、次に掲げる
業務の全部又は一部を行うことができる。
一 医療関係者の養成又は再教育
二 医学又は歯学に関する研究所の設置
三 第三十九条第一項に規定する診療所以外の診療所の開設
四 疾病予防のために有酸素運動（継続的に酸素を摂取して全身持久力に関する生理機能の維持又は回復のために行う身体の運動をい
う。次号において同じ。）を行わせる施設であつて、診療所が附置され、かつ、その職員、設備及び運営方法が厚生労働大臣の定め
る基準に適合するものの設置

五 疾病予防のために温泉を利用させる施設であつて、有酸素運動を行う場所を有し、かつ、その職員、設備及び運営方法が厚生労働
大臣の定める基準に適合するものの設置

六 前各号に掲げるもののほか、保健衛生に関する業務
七 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二条第二項及び第三項に掲げる事業のうち厚生労働大臣が定めるものの実施
八 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十九条第一項に規定する有料老人ホームの設置

第四十二条の二 医療法人のうち、次に掲げる要件に該当するものとして、政令で定めるところにより都道府県知事の認定を受けたもの
（以下「社会医療法人」という。）は、その開設する病院、診療所又は介護老人保健施設（指定管理者として管理する病院等を含
む。）の業務に支障のない限り、定款又は寄附行為の定めるところにより、その収益を当該社会医療法人が開設する病院、診療所又は
介護老人保健施設の経営に充てることを目的として、厚生労働大臣が定める業務（以下「収益業務」という。）を行うことができる。
一～七 （略）
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○ 医療法人が海外で病院を運営する事業を行うに当たっては、当該医療法人が、海外で
病院を運営する現地の法人に対して出資する必要がある。

○ これについて、海外における業務が失敗したとしても、国内における医療の提供に与
える影響を最小限にするため、例えば、出資の価額については、医療法人の剰余金の
額の範囲内にするなど一定の要件を設けることを前提に認めてはどうか。
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